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 会社法には「社長」や「副社長」といった、経営者に該当するとされる肩書を定義した条文はない。

ただ、会社が「社長」や「副社長」といった代表権限を有すると認められる名称を付した者が行った

取引について、会社は善意の第三者に対して責任を負うという条文（表見代表取締役という。法 354

条）があるだけである。 

 そもそも、会社法上は「取締役、会計参与、監査役」のみが役員とされる（法 329条）。ちなみに会

計参与を置く株式会社はあまり一般的とは言えないので以下では触れない。 

 ところで以前の研究員の眼1で解説した通り、上場企業では三つの会社形態がある。すなわち、①監

査役会設置会社、②指名委員会等設置会社、および③監査等委員会設置会社である。このうち、取締

役と監査役の双方を選任するのは①監査役会設置会社だけである。②指名委員会等設置会社では取締

役のみを選任する。③監査等委員会設置会社では取締役のみを選任するが、取締役と、監査等委員兼

務の取締役とを分けて選任することとされている（法 329条 2項）。 

 

【図表】三つの会社形態 

 

 
1 https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=70932?site=nli 
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 そこで「執行役」についてであるが、会社法では上記②指名委員会等設置会社においてのみ、取締

役会で選任することとされている(法 402条)。執行役は会社法上の役員ではないが、取締役会から委

任を受けて、本来は取締役会の権限である業務執行の決定（一部の重要事項除く、後述）と、業務の

執行を行う(法 416条 4項、418条)。執行役が複数名いるときは代表執行役も選任される（法 420条）。

このように、指名委員会等設置会社においては、執行役が経営者として会社を運営する。このことを

踏まえると一般的な意味としての経営者と会社法上の役員とは異なる。 

指名委員会等設置会社の取締役会は、会社法上執行役に委任できないこととされている重要事項の

決定（例えば経営方針の策定や株主総会の議案内容の決定）と、執行役の業務執行に関する監視・監

督を行う機関となる。このように取締役会が経営をモニターする機関として主に機能するため、指名

委員会等設置会社の機関設計はモニタリングモデルといわれる。執行役は英米法における Executive 

officer（または officer）の和訳である（取締役会は Board of directorsという）。なお、取締役と

執行役の兼務も可能である（法 402条 6項）。 

 他方、「執行役員」は会社法には一切の規定がない。ただ、実際に、上記①監査役会設置会社と③監

査等委員会設置会社で任意に執行役員を置くケースが多く見られる。コーポレートガバナンス・コー

ドではこれらの機関形態（①と③）の会社で、取締役で構成される任意の組織である指名委員会や報

酬委員会を設置することが推奨されていて（原則 4－10参照）、任意に導入した執行役員制度とあわせ

て疑似的にモニタリングモデルを実現しているといえる。 

 翻って考えてみると、取締役の職務は取締役会に参加することを通じて、重要な業務執行の決定を

行い、業務執行の監督を行うことであって、業務を執行する権限が法律上付与されているわけではな

い。取締役の地位を有する者が業務執行するには、代表取締役（法 362条 3項）となるか、副社長取

締役や専務取締役などの業務執行取締役となるか、あるいは部長兼務といった使用人兼務取締役とな

るかのいずれかを通じて業務執行に関与する。したがって、取締役として選任されることと、職務と

して業務執行に関与することとは別のことであって、取締役ではない専務執行役員や常務執行役員が

いてもおかしくはない。 

 ただ、指名委員会等設置会社以外では、法定されている取締役会権限を取締役等に対して委任する

ことはできない（法 362条 4項等、なお法 373条で例外あり）。そのため執行役と異なり、執行役員に

大幅な業務執行の決定権の移譲はできない。しかし、この点は取締役会を機動的に開催することがで

きるのであれば必ずしもデメリットとはならず、むしろ執行役員が重要事項を取締役会に付議するこ

とを通じて、執行役員が取締役会に対する説明責任を果たすことを重視した機関設計であると見るこ

ともできよう。 


